再評価調書
１事業概要

	事業名
	堺泉北港　汐見沖地区多目的国際ターミナル整備事業

	担当部署
	都市整備部　港湾局　計画調整課　事業グループ（連絡先0725-21-7357）

	事業箇所
	泉大津市　夕凪町地先他

	再評価理由
	事業採択後５年を経過した時点で継続中
国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領が改定(H22.4.1)された。

再評価の実施時期の短縮：補助事業は事業化後、10年継続で1回目の再評価とされていた規定が5年継続に短縮された。

	目的
	堺泉北港の主要取扱貨物である中古自動車の輸出は、西日本有数の取扱量を誇っている。堺泉北港の岸壁は、中古自動車、鉄鋼、合板、鉱産品等の貨物を同一岸壁にて取扱っており、岸壁背後のスペースも狭く異なる貨物が輻輳し非効率な荷役形態となっている。これを解消するため、中古自動車を主に取り扱う岸壁を汐見沖地区に新規整備することで、取扱い貨物別に岸壁を再編し、中古自動車輸出の拠点港としての機能強化並びに物流の効率化を図る。

	内容
	◯多目的国際ターミナル整備事業
　岸壁（水深11m、延長260m）、防波堤（延長80m）、

　臨港道路（延長1,400m、4車線）、泊地浚渫（水深11m、31,000㎥）

	事業費

（　）内の数値は計画時点（または前回評価時点）のもの
	全体事業費：約19.8億円（約26.3億円）　     うち投資済事業費：約14.5億円

（内訳）岸壁　　約16.7億円（約20.0億円）　　 （内訳）岸壁　　約14.2億円

防波堤　約  0.0億円（約　3.2億円）　 　　　　 防波堤　約0.0億円

　　　　　臨港道路約　2.0億円（約　2.0億円）　 　　  　 臨港道路約0.3億円
　　　　　泊地浚渫約　1.1億円（約　1.1億円）　 　　　　 泊地浚渫約0.0億円

	
	【事業費の変更理由】

・既存防波堤の活用等による減額
（△6.5億円）
	【工事費の内訳】

岸壁　　約16.7億円（約20.0億円）
臨港道路約　2.0億円（約　2.0億円）

泊地浚渫約　1.1億円（約　1.1億円）

	事業費の変動要因
	―


	維持管理費
	４百万円／年

	上位計画
	◯大阪府営港湾長期構想（愛称「あすぽーと２１」　平成17年6月策定）
◯堺泉北港港湾計画（平成18年2月改訂）

	関連事業
	企業誘致関連事業



２事業の必要性等に関する視点
	
	【事前評価時点H18】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業目的に

関する諸状況
	・堺泉北港では輸出入貨物の中古自動車、鉄鋼、合板、鉱産品等を同一岸壁で扱っており中古自動車ヤードや合板倉庫等が輻輳している上に、岸壁の背後スペースが狭いため、非効率な荷役形態となっている。
	・堺泉北港では輸出入貨物の中古自動車、鉄鋼、合板、鉱産品等を同一岸壁で扱っており中古自動車ヤードや合板倉庫等が輻輳している上に、岸壁の背後スペースが狭いため、非効率な荷役形態となっている。
	―

	地元等の
協力体制等
	・泉大津港湾振興会や堺泉北港港湾振興連絡協議会が、幅広くポートセールスや企業誘致を行うなど協力的である。
	・泉大津港湾振興会や堺泉北港港湾振興連絡協議会が、幅広くポートセールスや企業誘致を行うなど協力的である。
	―

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	陸上輸送費用の削減便益
Ｂ／Ｃ＝3.14

便益総額

Ｂ＝71.0億円

総費用

　Ｃ＝22.6億円

※算出根拠

「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」平成16年6月　国土交通省港湾局
	陸上輸送費用の削減便益
Ｂ／Ｃ＝4.08
便益総額

Ｂ＝68.3億円

総費用

　Ｃ＝16.7億円

Ｂの内訳
　輸送コスト削減　68.3億円

Ｃの内訳

　岸壁　　　　　　16.7億円
	便益総額

・事業期間延伸による減少
総費用

・既存防波堤の活用による費用の削減

	事業効果の

定性的分析
（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	・岸壁整備することにより、取扱貨物別に岸壁を再編することができ、非効率な物流の改善が図られる。また、分散されている中古自動車ヤードの集約が可能となり、輸送の効率化が図られる。

	・岸壁整備することにより、取扱貨物別に岸壁を再編することができ、非効率な物流の改善が図られる。また、分散されている中古自動車ヤードの集約が可能となり、輸送の効率化が図られる。
	―




	
	【事前評価時点H18】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	1 事業採択年度：H19
2 事業着工年度：H19
3 完成予定年度：H23


	1 事業採択年度：H19
2 事業着工年度：H19

3 完成予定年度：H24
	臨港道路の施工にあたり、先行する他事業者工事（下水道）に遅れが生じたため。



	＜進捗状況＞
	
	・工事：73.2％

	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・当初計画どおり変わりがなく、非効率な荷役形態の解消を図るため、事業継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	　平成24年度の岸壁供用開始に向け、岸壁、臨港道路等の整備を実施中。平成23年度末には岸壁、臨港道路の一部を残して完了し、平成24年度に全て完了する計画。


	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	　完成に向けての特段の障害はなく、事業継続する。




４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性
	・工事着手し7割以上進捗していることから代替案立案の余地はない。

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・現計画が最適であり、事業継続する。



５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	自然環境への影響を極力少なくするため、埋立方式ではなく既存護岸の前面に桟橋を設置することにより、海域への影響を少なくする。
施工時には汚濁拡散防止膜を設置し、周辺の自然環境への影響を抑えて施工を行う。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	―

	その他
	―


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続
＜判断の理由＞

　当初の計画より1年の遅れは生じているものの完成に向けての障害はなく、事業の必要性に関しては当初と変化はないことから、継続する。
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